
 

 

設備運行管理業務委託契約書 

 

地方独立行政法人山梨県立病院機構山梨県立北病院（以下「甲」という。）と        

（以下「乙」という。）とは、甲の設備運行管理業務に関し、次のとおり契約を締結する。 

 

（契約の目的） 

第１条 甲と乙は、甲の建物の安全かつ快適な使用に資するため、次の条項により契約を締結し、

乙は、信義を重んじ、これを誠実に履行するものとする。 

 

（委託の範囲及び内容） 

第２条 乙に委託する業務（以下「委託業務」という。）は、次のとおりとする。 

（１）設備の運転監視及び日常巡視点検業務 

（２）設備の点検・整備・測定業務 

２ 各設備の運行管理業務の範囲及び基準は、別紙設備運行管理仕様書（以下「仕様書」という。）

に定めるとおりとする。 

 

（委託の期間） 

第３条 委託の期間は、令和４年４月１日から令和７年３月３１日までとする。 

 

（委託料及び委託料の支払） 

第４条 委託料は、金           円（うち取引に係る消費税及び地方消費税は含まな

い。）とする。 

２ 乙は、毎月の委託業務が完了したときは、契約金額（うち取引に係る消費税及び地方消費税の

額を除く。）の３６分の１に相当する金額に、消費税及び地方消費税に相当する額を加算した金

額を甲に対して請求できるものとし、請求額に端数が生じたときは、最後の請求の際に調整する

ものとする。 

３ 甲は、前項の請求が適正なものと認めたときは、請求のあった日から３０日以内に乙に対して

委託料を支払うものとする。 

４ 経済状況の変化、法令の改正等に基づく契約業務内容の変更により契約金額を変更する必要が

生じたときは、甲乙協議の上、契約金額を改訂することができるものとする。 

 

（遅延利息） 

第５条 甲は、自己の責に帰すべき事由により前条の委託料の支払を遅滞したときは、乙に対

して遅延利息を支払うものとする。 

２ 前項の遅延利息の額は、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５

６号）第８条第１項に定めるところにより、契約日時点における政府契約の支払遅延に対す

る遅延利息の率の割合で計算して得た額の遅延利息を乙に支払うものとする。 

 



 

 

（契約保証金） 

第６条 地方独立行政法人山梨県立病院機構契約事務取扱規程（平成２２年４月１日規程第２６号）

第２６条第１項第３号の規定により、契約保証金は免除するものとする。 

 

（現場責任者） 

第７条 乙は、委託業務の履行に当たり、乙を代理して委託業務の履行に従事する乙の従業員を直

接に管理し、指揮監督する責任者を選任し、次の任に当たらせるものとする。 

(1) 甲の施設における乙の従業員に対する労務管理 

(2) 委託業務の履行に係る指揮監督 

(3) 委託業務に関する甲との連絡調整 

(4) 仕様書に基づく甲からの注文の受注 

２ 甲は、委託業務の履行に関する注文及び指示等は、乙が選任した責任者に対して行うものとす

る。 

 

（計測機器及び工具） 

第８条 委託業務の履行に当たり、乙が必要とする計測機器及び工具は、設備機器に付属する特定

の工具等を除き乙の負担とする。 

 

（作業員控え室等の提供） 

第９条 甲は、乙が業務上必要とする電気、ガス、水道、電話、消耗品等について負担するものと

する。 

 

（計画、報告） 

第１０条 乙は、仕様書に基づき委託業務の実施計画を策定し、計画的に実施するものとする。 

２ 乙は、委託業務の履行状況を日誌、報告書等の書面をもって、甲に報告するものとする。 

３ 甲は、必要に応じ、乙に対し委託業務の履行状況の報告を求めることができるものとする。 

４ 乙は、建物及び付帯施設設備等に損傷又は不良の箇所を発見したときは、その旨を甲に速やか

に報告するものとする。 

 

（業務の履行） 

第１１条 乙は、委託業務の履行に当たり、関係諸法令を遵守するとともに、甲が定める業務要領

を誠実かつ善良なる管理者の注意義務をもって履行しなければならない。 

 

（労働上の責任） 

第１２条 乙は、作業員に対する法令上の責任を全て負い、責任をもって管理し、甲に迷惑を及ぼ

さないものとする。 

 

（機密の保持） 

第１３条 乙及び乙の従業員（第５条第１項に規定する責任者を含む。以下同じ。）は、委託業務

の実施に際して知り得た甲及び甲の患者の個人情報を、契約期間中及び契約期間後においても、

他に漏らしてはならない。 



 

 

２ 乙は、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

３ 乙は、第１項の義務を遵守するため、個人情報の保護に関する管理規程を制定し、乙の従業員

を教育しなければならない。 

 

（損害賠償の責任） 

第１４条 乙の従業員が、甲の建物内において行った一切の行為は、すべて乙の責任とする。ただ

し、甲がやむを得ないと認めた場合はこの限りではない。 

２ 乙は、委託業務の履行中、乙の作業員の責に帰すべき事由により、甲又は第三者に損害を与え

たときは、その賠償の責を負うものとする。 

 

（連絡体制） 

第１５条 乙は本業務における社員名簿及び緊急時連絡体制表を作成し、甲へ提出すること。 

 

（研修） 

第１６条 業務に従事する全社員に対し、受託責任者等による社内研修を年１回以上受講させるこ

と。また、新規社員については、業務開始前に社内研修を実施しておくこと。 

 

（予防接種） 

第１７条 乙は、本業務に従事する作業員について、年 1回のインフルエンザワクチンの接種を推

奨すること。 

 ２ 乙は、本業務に従事する作業員について、B型肝炎、麻疹、風疹、水痘（水疱瘡）、流行性

耳下腺炎（おたふくかぜ）の抗体があること、結核が陰性であることを検査等実施し確認した者

とするとともに、抗体がなかった作業員について、ワクチン接種を行い、作業員の安全を確保す

ること。 

 ３ 乙は、病院の要請に基づき、本業務に従事する作業員について、原則、新型コロナウイルス

ワクチンの接種を推奨すること。 

 
（契約の解除等） 
第１８条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、催告なしにこの契約を解除すること
ができる。 
(1) この契約に違反したとき。 
(2) 契約の履行に当たり、不正な行為があったとき又はあると明らかに認められるとき。 
(3) 正当な理由がなく契約を履行しないとき又は履行の見込みがないと明らかに認められるとき。 
(4) 乙又は乙の役員等が、次の各号のいずれかに該当する者であることが判明したとき又は次の
各号に掲げる者が、その経営に実質的に関与していることが判明したとき。 
ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下
「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 
ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ
て、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者 

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは
積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 

オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記アからオ
までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した者 

(5) 契約の解除の申出があり、やむを得ないものと認められるとき。 

２ 前項第１号の規定によりこの契約が解除されたときは、乙は、契約金額の１００分の１０に相

当する額を違約金として甲に支払うものとする。 



 

 

３ 第１項第２号から第４号までの規定によりこの契約が解除されたときは、乙は、甲にその損失

を請求することができない。 

 

（翌年度以降の契約の解除） 

第１９条 この契約は、地方独立行政法人山梨県立病院機構会計規程（以下「規程」という。）第

４１条第２項に基づく複数年の契約であり、翌年度以降において、この契約に係る歳入歳出予算

の減額又は削除があったときは、この契約は解除する。 

 

（その他） 

第２０条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

２ 乙は、履行業者が替わるため業務の引継ぎが必要な場合において、新履行業者が契約 業務を

適正に行えるよう、業務履行上の留意点等、甲及び前履行業者から引き継いだ内 容等を、新履

行業者に確実に引き継ぐよう努めなければならないものとする。 

 

（疑義等の決定） 

第２１条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関し疑義が生じたときは、規程の定めるとこ

ろによるほか、甲と乙が協議して定めるものとする。 

 

 

この契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その一通

を保有するものとする。 

 

     令和４年４月１日 

 

 

                            甲  山梨県韮崎市旭町上條南割３３１４－１３ 

                                 地方独立行政法人山梨県立病院機構 

山梨県立北病院長 宮 田 量 治 

                                          

 

 

                            乙 

  



 

 

設備運行管理仕様書 

 

 甲における設備運行管理業務の内容、範囲及び方法は、この仕様書に定めるもののほか、建築物

における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）及び電気事業法（昭和３９年

法律第１７０号）第４２条第１項の規定に基づく「保安規程」によるものとする。       

          

１ 用語の意義 

（１）「整備」とは、甲の支給する部品を使って在来の機能を発揮できるよう修理及び手入れを行

うことをいう。 

（２）「点検」とは、計器指示の異常、外観、振動、異常音、異常発熱、変色等の有無の観察をい

う。 

（３）「監視」とは、盤付属計器の指示及び機器の運転状態の把握をいう。 

（４）「操作」とは、機器の運転、停止又は調整をいう。 

（５）「測定」とは、据付の計測値を記録表に記録し、異常の有無を判断することをいう。 

 

２ 設備内容 

（１）中央監視装置 

中央処理装置、主制御装置、磁気デスク、空調制御盤、各動力盤、各電灯盤 

（２）高圧受変電設備 

   屋内キュ－ビクル型、受電盤、低圧配電盤、コンデンサ－盤 

（３）照明設備 

     照明器具、非常灯、誘導灯、スイッチ、コンセント、分電盤 

（４）発電設備 

   内燃機関、発電機、圧縮機、直流電源装置、燃料槽及びその付属の配電盤 

（５）冷熱源装置 

   冷温水発生機、冷却塔、真空式温水発生機及びその付属設備 

（６）空気調和設備 

   エア－ハンドリングユニット、パッケ－ジユニット、ファンコイルユニット、ＣＡＶユニッ

ト、小型空調機、全熱交換機、ヒ－チィングコイル、ファンヒルタ－ユニット、冷却水ポンプ、

各系統の冷温水ポンプ、換気給排気、床暖房、送風機、各フィルタ－、操作盤、制御盤、ダン

バ－類 

（７）衛生設備 

受水槽及び排水ポンプ、地下水活用システム、高置水槽、汚水処理場及び付属機械室設備、

医療ガス設備、ガス設備、給湯設備、蒸気設備、油貯蔵設備、その他排水設備 

 

３ 管理業務の原則 

（１）受変電設備 



 

 

機器の操作は、緊急かつ止むを得ない場合を除き、甲の承認を得なければ操作してはならな

い。止むを得ず操作したときは、直ちに甲に報告し、以後の指示を得るものとする。 

（２）発電設備 

手動による運転、停止の場合は、（１）に準ずる。 

（３）冷熱源設備 

機器の運転操作は、緊急かつ止むを得ない場合を除き、甲の指示によるものとする。 

（４）プログラム設定 

機器の運転操作は、甲の指示によるものとする。 

（５）上記以外の設備 

自主的に整備、操作、点検を行い、甲に報告する。 

 

４ 業務の内容 

（１）整備 

イ ２に示す設備の整備を行う。 

ロ 整備を行うために必要な工具は、乙の負担とする。ただし、特殊なものは甲が貸与する。 

ハ 整備に必要な部品、消耗品は、全て甲が支給する。 

（２）点検 

イ ２の設備の点検を行う。 

ロ 点検の結果、異常を認めたときは、直ちに甲に報告し指示を得るものとする。 

ハ 緊急かつ止むを得ず処理したときは、直ちに甲に報告するものとする。 

（３）監視 

イ ２の設備の監視を行う。 

ロ 常に設備の運転状況を把握するものとする。 

（４）操作 

イ ２の設備の運転、停止又は調整を行う。 

  ロ 操作に当たっては、必ず操作前に操作の目的、手順、結果を検討して操作するものとする。 

ハ 甲の指示に基づき、経済的な運転を心掛けるものとする。 

（５）測定 

イ 甲から貸与された測定器により、各設備の運転状況を測定し記録するものとする。 

ロ 測定結果が異常のときは、直ちに甲に報告し指示を得るものとする。 

ハ 測定記録に必要な帳簿等は、甲の負担とする。 

 

５ 業務の範囲 

（１）中央監視盤、各制御盤、各動力盤表示灯の取替 

（２）高圧受電設備表示灯の取替 

（３）照明設備管球の取替 

（４）空調設備 



 

 

  イ エア－ハンドリングユニットの軸受グリス補充 

ロ Ｖベルトの取替 

ハ コイルの点検 

ニ 各種フィルタの点検 

（５）衛生設備 

  イ 各ポンプの封水パッキンの点検、増締、給油 

ロ 電気設備の監視 

ハ 飲料水の監視 

（６）その他院内の補修 

 

６ 勤務時間 

（１）日勤  

   勤務時間は、次とおりとする。 

① 日勤Ａ 勤務時間  午前８時３０分～午後５時３０分 

     ② 日勤Ｂ 勤務時間  午前８時３０分～午後３時３０分 

勤務人数は、次のとおりとする。 

① 月・火・水・木曜日（祝祭日を除く。）は３名（日勤Ａ２名・日勤Ｂ１名） 

② 金曜日は２名（日勤Ａ２名） 

③ 土・日曜日及び祝日は１名（日勤Ａ） 

（２）夜勤  

勤務時間は、次とおりとする。 

      ①  夜勤  勤務時間  午後５時３０分～午前８時３０分 

勤務人数は、次のとおりとする。 

① 曜日、祝祭日を問わず、午後５時３０分から翌日の午前８時３０分まで１名が 

勤務する。 

 

７ 業務従事者の要件 

業務の従事者は、次のいずれかに該当するものとする。ただし、イ～ニについては１年以

上の実務経験を有するものとする。 

イ 電気工事士（第１種又は第２種） 

ロ ボイラー技士（１級又は２級） 

ハ 危険物取扱責任者（乙４種） 

ニ 医療ガス安全管理者 

ホ 病院設備運行管理業務の３年以上の経験を有すること。 

 

８ 事故時の対応 

（１）故障が発生した場合は、原則として甲の指示により処理するものとする。故障復旧後は、速



 

 

やかにその原因、処置等について甲に報告するものとする。 

（２）重大事故であると判断される場合は、甲の立会いがなければ処置してはならない。 

 

９ その他 

  本仕様書に記載のないもの又は疑義が生じたときは、甲乙協議して定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

県立北病院設備管理日誌 

確認印 

  

 

令和  年  月  日   曜日  天候     勤務者 

業 務 事 項 

空 調 設 備 

 

 

 

 

 

電 気 設 備 

 

 

 

 

 

給排水設備 

 

 

 

 

 

防 災 設 備 

 

 

 

 

 

申し送り事項 

特記事項 

 

 

 

 

 

 

残留塩素測定 
場所：厨房水栓（毎週水曜日測定）   測定値      pp

m 

 電力使用量 
上水使用量 

冷温水発生機 ボイラー 
市水 地下水 

前日指針      

本日指針    L L 

使用量 kwh 
m3 m3 

灯油使用量合計 L 
合計 m3 

 

 



 

 

別記 

個人情報取扱特記事項 

 

第１ 基本的事項 

  乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に当たっては、個人の権利

利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

第２ 秘密の保持 

乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならない。この

契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

第３ 取得の制限 

１ 乙は、この契約による業務を行うために個人情報を取得するときは、その業務の目的を達成

するために必要な範囲内で、適法かつ公正な方法により取得しなければならない。 

２ 乙は、この契約による業務を行うために本人から直接書面に記録された当該本人の個人情報

を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、業務の目的を明示しなければならない。 

第４ 安全確保の措置 

  乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個

人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

第５ 利用及び提供の制限 

乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、この契約による業務に関して知り得た個人情報を契

約の目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供してはならない。 

第６ 複写又は複製の禁止 

乙は、甲の承認があるときを除き、この契約による業務を処理するために甲から引き渡された個

人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

第７ 再委託の禁止 

乙は、甲の承認があるときを除き、この契約による個人情報を取り扱う業務を第三者に委託して

はならない。 

第８ 資料等の返還 

乙は、この契約による業務を処理するために甲から引き渡され、又は自らが取得し、若しくは作

成した個人情報が記録された資料等は、業務終了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとす

る。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

第９ 従事者への周知 

乙は、この業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、この契約による業務に

関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせてはならないこと又は不当な目的に使用

してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。 

第１０ 事故報告 

乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあることを知ったときは、速やかに

甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

第１１ 実施責任 

１ 乙は、個人情報保護に関する考え方や方針に関する宣言の策定・公表により、自らが行う保

護措置等を対外的に明確にし、説明責任を果たすよう努めるものとする。 

２ 乙は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、管理責任者を設置するなど必要な責任体制

を整備するよう努めるものとする。 

第１２  調査 

甲は、乙がこの契約による業務を処理するために取り扱っている個人情報の状況について、随時

調査することができる。 

第１３ 指示 



 

 

甲は、乙がこの契約による業務を処理するために取り扱っている個人情報について、その取扱い

が不適当と認められるときは、乙に対して必要な指示を行うことができる。 

第１４ 契約解除及び損害賠償 

甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項の内容に違反していると認めたときは、契約の解除又は損

害賠償の請求をすることができるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 


